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報告第４号

令和６年度いなべ市水道事業会計予算繰越の報告について

位置図

宇賀配水池増設工事
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位置図

畑新田地内配水管布設替工事
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位置図

市道上之山田篠立線水道災害復旧本設工事
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位置図

東海環状自動車道工事に伴う田辺地内送配水管(仮設管）布設工事
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位置図

東海環状自動車道建設工事に伴う向平地内配水管布設替工事
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報告第６号

令和６年度いなべ市下水道事業会計予算繰越の報告について

位置図

奥村地内汚水管渠布設工事（第１工区）

報告第６号参考資料
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位置図

奥村地内汚水管渠布設工事（第２工区）
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位置図

高柳地内一般国道４２１号道路改良工事に伴う人孔嵩上工事
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位置図

高柳地内一般国道４２１号道路改良工事に伴う人孔修繕工事
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　報告第７号　

令和６年度員弁土地開発公社決算等の報告について

北勢町皷地内企業用地整備事業

令和６年度　

約２.０ha　用地取得
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大安町梅戸地内企業用地拡張整備事業

日本コンクリート（株）三重工場

（株）神戸製鋼所大安製造所  
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北勢町阿下喜地内残土処分用地整備事業

いなべ総合病院

令和６年度　

０.４ha売却（市による買戻し）
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北勢町麻生田地内南山公園用地整備事業

ＳＷＣＣ(株)　三重事業所
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北勢町阿下喜地内観光拠点整備事業

令和６年度　

０.２ha売却（市による買戻し）
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北勢町二之瀬地内残土処分用地整備事業
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大安町丹生川上地内広域化ごみ処理施設
整備事業

令和７年度

約３.４ha用地取得予定
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藤原町企業用地整備事業

令和７年度

約６.０ha用地取得予定

旧白瀬小学校
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北勢町皷地内企業用地整備事業

令和７年度　

約１.０ha用地取得予定
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大安町石榑南残土処分用地及び大安町石

榑前林工業団地

令和７年度

約５.２ha売却予定
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大安町梅戸地内企業用地拡張整備事業

日本コンクリート（株）三重工場

（株）神戸製鋼所大安製造所

令和７年度　

約１.５ha売却予定
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議案第３２号

いなべ市税条例の一部を改正する条例の制定について

１ 公示送達制度の見直し（第 18 条）

公示送達の方法について、これまで、掲示場に書面で掲示することで行なっていたもの

を、インターネットを利用する方法により閲覧可能とするとともに、掲示場での書面掲示

又は事務所に設置したパソコン画面で表示する方法に変更します。

（令和８年７月までの間の政令で定める日から施行）

（デジタル庁 HP から引用）

２ 特定親族特別控除の創設（第 34 条の２、第 36 条の２、第 36 条の３の２、第 36 条の３の３）

居住者が特定親族を有する場合には、その居住者の総所得金額等から、その特定親族１

人につき、その特定親族の合計所得金額に応じて次の表の金額を段階的に控除する特定親

族特別控除が創設されます。

（令和８年１月１日施行）

【特定親族】

特定親族とは、居住者と生計を一にする年齢 19 歳以上 23 歳未満の親族で合計所得金額

が 58 万円超 123 万円以下の人をいいます。

議案第３２号参考資料
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【特定親族特別控除額】

（国税庁 HP から引用）

上記「参考」のとおり、特定扶養親族の合計所得金額が 58 万円以下（地方税法の改正

前は 48 万円以下）の場合は、従来どおり扶養控除の対象となります。（住民税の扶養控

除額は 45 万円）

【特定扶養親族】

特定扶養親族とは控除対象扶養親族のうち、年齢 19 歳以上 23 歳未満の人をいいます。

特定親族の合計所得金額

（収入が給与だけの場合の収入金額）

控除額

（住民税）

58万円超 85万円以下（給与収入：１２３万円超 １５０万円以下）

４５万円85万円超 90万円以下（給与収入：１５０万円超 １５５万円以下）

90万円超 95万円以下（給与収入：１５５万円超 １６０万円以下）

95万円超100万円以下（給与収入：１６０万円超 １６５万円以下） ４１万円

100万円超105万円以下（給与収入：１６５万円超 １７０万円以下） ３１万円

105万円超110万円以下（給与収入：１７０万円超 １７５万円以下） ２１万円

110万円超115万円以下（給与収入：１７５万円超 １８０万円以下） １１万円

115万円超120万円以下（給与収入：１８０万円超 １８５万円以下） ６万円

120万円超123万円以下（給与収入：１８５万円超 １８８万円以下） ３万円
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３ 加熱式たばこの課税方式の見直し（附則第 16 条の２の２）

国のたばこ税の見直しに伴い、地方たばこ税においても、加熱式たばこが紙巻たばこよ

りも税負担水準が低く課税の公平性を欠いている状況を踏まえ、課税の適正化の観点から

次のとおり見直します。（市たばこ税率：6.552 円／紙巻たばこ１本）

現在、重量と価格によって加熱式たばこを紙巻たばこの本数に換算している課税方式に

ついて、重量のみで換算する方式に見直すほか、一定の重量以下のものは加熱式たばこ１

本をもって紙巻たばこ１本に換算する仕組みとします。

【現行】

×０．５＋ ×０．５＝

【改正後】

実施時期については、激変緩和等の観点から、令和８年４月と令和８年 10 月の２段階で

実施します。

第一段階 令和８年４月１日 現行の換算本数×０．５＋改正後の換算本数×０．５

第二段階 令和８年 10 月１日 改正後の換算本数×１．０

加熱式たばこ

１箱当たりの

紙巻たばこの

本数への換算値

加熱式たばこ１箱当たりの

葉たばこ・溶液の重量

０．４ｇ

ア 紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ

重量の０．３５ｇを紙巻たばこの１本に換算

（注）１本当たりの重量が０．３５ｇ未満のものは、その１本を

紙巻たばこの１本に換算

イ 上記ア以外の加熱式たばこ

重量の０．２ｇを紙巻たばこの１本に換算

（注）品目ごとの１個当たりの重量が４ｇ未満のものは、その

１個を紙巻たばこ２０本に換算

加熱式たばこ１箱当たりの

小 売 価 格

約２５．４円

葉たばこ・溶液の重量で紙巻

たばこ何本分に相当するか

価格で紙巻たばこ何本分に

相当するか
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議案第３３号

いなべ市職員の育児休業等に関する条例及びいなべ市職員の勤務時間、休暇等に

関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第３３号参考資料

※ 令和７年２月５日政令第 24 号により、施行期日は、令和７年 10 月１日とされた。
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議案第３４号

いなべ市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例の制定ついて

特定地域型保育事業者は、

「１ 保育内容支援」「２ 代替保育」「３ 卒園児の受け皿確保」の３要件で合

意した連携施設の確保が原則必要です。

１ 保育内容支援とは

…園庭開放や集団保育を体験するための機会を提供すること。

２ 代替保育の提供とは

…地域型保育事業者の保育士等が急病等の場合、代替で保育を提供すること。

３ 卒園児の受け皿の確保とは

…地域型保育事業所を卒園した３歳児の優先受け入れ枠の確保を行うこと。

【改正内容】

(１) 保育内容支援に係る連携施設の見直し

市長が、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設

の確保が著しく困難と認める場合であって、保育内容支援連携協力者を適切

に確保し、かつ、次のアイの要件をすべて満たすときには、連携施設を確保

しないこととすることができるように改正します。

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化されているとき。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務に支障が生じないようにするため

の措置が講じられているとき。

(２) 代替保育に係る連携施設の見直し

市長が、特定地域型保育事業者による代替保育の実施に係る連携施設の確

保が著しく困難と認める場合、次のアイのいずれかを満たすときは、代替保

育に係る連携施設を確保しないこととすることができるように改正します。

ア 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を確保し、特定地域型保育事

業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在

が明確化され、代替保育連携協力者の本来の業務に支障が生じないようにす

るための措置が講じられているとき。

イ 市長が、特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保のために

必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難で

あるとき。

議案第３４号参考資料
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(３) 連携施設に関する経過措置の延長

連携施設を確保しないこととすることができる経過措置の期間を５年間

延長し、15 年間（令和 12 年３月 31 日まで）とします。

※ 特定地域型保育事業者とは、市町村が地域型保育事業（家庭的保育、小規模

保育、事業所内保育、居宅訪問型保育）を行う者として、子ども・子育て支援

法に基づき、「確認」をした事業者のことをいいます。

※ 連携施設とは、１、２、３を提供することができる保育所、幼稚園、認定こ

ども園をいいます。

※ 保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業

Ｂ型又は事業所内保育事業を行い、保育内容支援について連携協力する者をい

います。

※ 代替保育連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型

又は事業所内保育事業を行い、代替保育について連携協力する者をいいます。

※ いなべ市内に特定地域型保育事業者はありません。
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議案第３５号

いなべ市水道の布設工事及び布設工事監督者の資格並びに水道技術管理者の

資格を定める条例の一部を改正する条例の制定について

建設業法施行令及び国立大学法人法施行令の一部を改正する政令が施行され、

建設業法施行令の一部が改正されたことに伴い、市の条例において引用する条に

繰り下げが生じたことによる改正です。

建設業法施行令の改正内容（市条例関係部分）

現行 改正後 内容

第 34 条第１項

及び第２項

第 37 条第１項

及び第２項

土木施工管理等に係る技術検定の検定種

目等を定める規定

議案第３５号参考資料
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議案第３６号

令和７年度いなべ市一般会計補正予算（第１号）

６月補正予算の事業内容は、下記のとおりです。

記

（補正額） 予算書

１ 水素エネルギー活用促進事業（新産業創造課） 600 千円 P11

（燃料電池車普及購入補助事業）

市が実施する１台当たり 20 万円の燃料電池車購入補助金について、同額の 20 万

円を県が上乗せ補助することになり、その上乗せ分も合わせて市が対象者へ交付し

ます。

燃料電池車購入補助金１台当たり 40 万円（市 20 万円＋県 20 万円）

２ 物価高騰対応重点支援事業（人権）（人権福祉課） 111,000 千円 P11

（調整給付金不足額給付Ⅱ事業）

令和６年度に実施した定額減税及び不足額給付を受けることができず、かつ、低

所得世帯向け給付の対象世帯の世帯主又は世帯員にも該当しなかった方に対して、

1人当たり４万円を給付します。

支給対象者（概算） 2,700 人

《対象者となりうる例》

・個人事業主の事業専従者

・合計所得金額 48 万円を超える方

３ 物価高騰対応重点支援事業（市民税）（市民税課） 64,870 千円 P11

（調整給付金不足額給付Ⅰ事業）

令和６年度に実施した調整給付金は、令和５年所得を基にした推計額を用いて算

定したため、令和６年分所得税及び定額減税額の実績額等が確定したのちに、本来

給付すべき金額と令和６年度調整給付額との間で差額が生じた方に対して、その差

額を給付します。

支給対象者（概算） 3,455 人

４ 人生 100 年時代づくり・地域創生ソフト交付金事業（長寿福祉課）

3,000 千円 P11

包括的な介護予防施策の展開と社会システムの構築を目的とした「いなべ幸齢地

域づくりプロジェクト推進事業」に取り組むための地域課題を抽出するためにデー

タ分析を実施します。

議案第３６号参考資料
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（補正額） 予算書

５ 障害者自立支援福祉サービス事業（障がい福祉課） 1,545 千円 P11

（障がい者自立支援システム改修事業）

国の令和７年度障害者自立支援給付審査支払等システム事業実施要綱に基づき、

報酬請求システムを改修します。

６ 生活保護事業（生活支援課） 1,056 千円 P13

（令和７年度生活保護制度改正に伴う生活保護システム改修業務委託）

国の令和７年度生活保護制度改正により基準額が改定されることから生活保護

システムを改修します。

７ 山辺を核とした自立的観光振興事業（商工観光課） 77,000 千円 P13

グランピング施設、拠点棟及びツーリズム事業の一体的な運用体制を構築するた

めに、宿泊及び体験の予約、観光情報の取得、宿泊及びキャンプ場の利用の受付並

びに無人販売所の管理が一括して可能となるプラットホームを導入します。また、

レストラン什器（じゅうき）等を購入します。
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議案第３７号

令和７年度いなべ市下水道事業会計補正予算（第 1 号）

位置図

東海環状自動車道建設工事に伴う向平地内下水道管（圧送）仮設配管布設工事

議案第３７号参考資料
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